
生活設計に関する生活意識にっいて

大 谷 陽 子

1諸 言

昭和42年6月 に結婚に関する意識調査を行 っ

たところ、結婚費用についての予定と、実際の

状態に差があり、両親が経済的にも相当額 を負

担 していることがわかった。次にこの結果をも

とに、既婚者が、将来、自分の子供にどのよう

な教育計画をもち、また、子供の結婚に対しど

のような計画をもっているかを調査して、家族

周期(Familycycle)と 生活設計の関連におい

て、この調査を検討したいと考えたのである。

五 調 査

調査A:「 結婚に関する意識調査」

対 象:東 京およびその周辺地区の未婚女性

619名 、 結婚後3年 未満の女性239

名差別抽出により調査

有効標本数:未 婚女性389、 既婚女性200

日 時:昭 和42年5 .月～6月

方 法:ア ンケー ト自記入法、個別面接聴取

法

調査B:「 生活意識調査」

対 象:既 婚の男女(地 域的制限な く、本学

学生の知人)調 査紙配布数1015、 有

効標本数628

日 時:昭 和42年12 .月～1月

方 法:ア ンケー ト用紙を配布 し記入 しても

らう

皿 調査結果および考察

1)結 婚費用について

調査Aに おいて新婦側の結婚費用の調達につ

い て 貿 問 した と ころ 、 表1の よ うな 結 果 を得 た 。

表1結 婚費用の調達(魃)1

未婚者

既婚者

1辮劉 譜皇讐 か鰌 難郎}鯲
14.7

18.5

53.6

30.0

13.5

34.5

0.81i7.4

2.0115.0

未婚女性の53.6%も の人が費用の一部は自分の

貯金を充当しようと考}て いるにも拘らず、既

婚女性では、それが30.0%に 減少し、全部家か

ら費用を出してもらったケースが増加 している。

費用の全額又は、一部分を家に依存している者

が、未婚、既婚のグループとも1265°0も及んで

いる。

回答者が結婚に必要な費用の額を、表2、 表

3に 示す。費用負担額を未婚でしかも婚約者なし

のグループは未だ結婚への夢もあり、現実の問

題 として制約をうける要素に乏しい為か、その

金額は他のグループより高 くなってお り、現実

表3結 婚費用の中新婦側の負担額(00)

未1約 者無

婚丶 有

既 婚

尉 昜芳円lll芳円陵1謡1芳 円i6・-i鯲
8.919.1

15.0130.0

13.0117.0

20.1

16.7

16.5

7.4

6.7

7.5

17.5

13.3

9.0

1°.7

8.316.310.0

8.0129.0

峩2結 婚に必要とする費用

ト3・万 円i31～4°h円41～獅1～s°T」F961～ 粤 円8'～ 茄1° °謂15篇 円 無 答

未1約 者 無
1

〃 有

既 婚

13.9

21.7

17.5

5.0

8.3

!

21.6

16.7

11.5

5.3

6.7

7.5

.;

13.3

10.0

16.0

15.0

9.0

5.6

3.3

5.0

7.1

8.3

3.0

15.7

6.7

28.3
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化すればするほど、負担額は小さくなってい

る。

表4子 供の結婚費用の負担について(%)

i剃 次男 課 酬 次女1懿
親 が全 額
〃 大部分

〃 一部分

子供が全額

33.6

36.1

26.3

4.0

20.6

42.6

29.4

7.4

23.8

47.6

1s.i

9.5

41.0

44.3

12.8

1.9

35.9

48.5

12.5

3.1

22.6

48.4

25.8

3.2

させ ようとする意識が他の子供より強 く、次男

以下になると、子供に結婚費用の一部でも負担

させ ようとする傾向にある。これは 日本の長い

間の家族関係にも原因があると考えられ。

次に、結婚費用のうち、どの項目を負担 しよ

うと考xて いるのか調査し、表6の ような結果

表6親 が負担する範囲について(%)

1副 副 調 歟1次女騰
調査Bで は親がそれぞれの子供の結婚費につ

いて、どのように考えているかを調べた(表4)。

親が結婚費用の全額または大部分を負担すると

考xて いる比率は非常に高 く70°0前後にのぼ

り、特に娘をもつ親の場合は85%に も達してい

る。

親がそれぞれの子供たちに負担しようと考x

ている額は、30万 円万～50円 という答えが多か

ったのであるが、100万 円以上という答も20°0

をxて いることに注 意 したい。表4、 表5よ

り、長男、長女に対し、親の責任において結婚

結 婚 式

披 露 宴

新婚旅行

家具調度

衣 類

f居

そ の 他

75.9

79.1

48.1

50.0

41.8

34.8

5.7

53.0

57.8

34.9

45.0

27.7

3T.8

4.8

64.3

64.3

42.8

50.0

28.6

35.7

3.5

67.4

67.5

37.T

77.7

66.6

14.9

5.?

79.0

77.4

38.7

85.4

70.9

1z.9

6.4

Sl.5

・Y

37.0

7乙.8

..

7.4

7.4

表5子 供の結婚の必要経費について(%)

1矧次男辭1歟1次女辭
0～10万 円未 満{

10～20万 円 〃

20～30万 円 〃

30～40万 円 〃

40～50万 円 〃

50～60万 円 〃

60～70万 円 〃

70～80万 円 〃

80～90万 円 〃

90～100万 円 〃

100万 円以 上

lX10
.0

28.2

14.6

4.6

13.6

1.8

123.7

1

1.814.316.7

3.61S.716.714.O

X18.226.1'33.310.5
}8

.T6.7

23.9.33.3

4.3,

2.2.

6.5

2.2

13.1113.31

4.8

33.9

7.3

7.3

4.0

29.4

2.0

2.0

3.9

9.8

5.9

27.4

5.9

5.9

7.8

29.4

7.8

7.8

15.2

.,

16.0

16.0

3.9

24.1

を得た。結婚式および披露宴は特に長男の場合

親がするものと、即ち、従来の家対家の結婚 と

いう思想が根強く存在することを推察できる。

そしてこれらの費用を負担 しようという意識が

最も強 く、息子と娘に対する意識にも明らかな

差がでている。結婚の支度に対する風習のある

ことも否定できないが、家具調度は新婦側に用

意することが期待され、衣類もまた相当比重が

かけられている。新婚旅行や新居の準備は、親

の責任でというよりは、子供たちの好む ように

と考}る 向きも多 く、この調査 においても必ずし

も高い値を示 していない。今回の調査を行 うに

当り、都内の結婚式場(ホ テル3、 共済組合3、

生活館2、 その他3)を 数カ所訪れた所で、挙

式の形式、披露宴等について、誰れが決めるか

を尋ねたところ、本人同志で調べに来ても、最

表7本 人の結婚費用の準備について(%)

枩{騨響
既 婚

貯 蓄 額

全 額i・-5万円16～1劣円11鑑万円16蜘21万 跳 麟

15.4

11.7

8.5

6.3

15.0

4.5

15.4

20.0

1d.0

z.1

6.7

3.5

11.9

6.7

4.0

7.7

10.0

3.5

8.6

3.3

4.5

全 部
家から

1s.s

13.3

34.5

全部新郎
側 か ら

0.6

1.6

2.0

そ の他

2.7

2.5

無答

15.7

11.7

12.5

(77)
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終的には親がきめるケースが大部分であった。

費用負担者と発言権とは密接な関係があること

がわかった。

次に費用調達のための準備について、調査A

及びBで 質問した結果は表7～ 表9に 示す通 り

である。

表10結 婚 費用負担額(万 円)

一般世帯儒

宇都宮農家世帯

46.1

30.5

45.0

国民生活研究所(註1)よ り調査 資料

表11子 供の教育計画(%)

表8結 婚費用のための貯蓄について(%)1
棚i副 詳 【鍬i酬 辭

有 無 無 答

蠢{婚稗 磐
5●.046.1

84・1い5・9

3.9

0

70%も の入 が 目標 額 を あ げ て い るに も拘 らず 、

未 婚 者 の婚 約 者 な しの グル ー プ で は50°0し か 貯

蓄 し てい な い 。 婚 約 者 有 で84.1°oYC.も 達 す る と

ころ か ら、 現 実 の 問題 と して費 用 の こ とを 考 え

られ る よ うに な っ てか ら貯 蓄 す る入 も増 す傾 向

が あ る。計 画 的 とい う よ り必 要 に ぜ ま られ る方

が貯 蓄 しやす い よ うで あ る。

一 方 親 の 側 も表4
、 表5で み た よ うな 子 供 の

結 婚 費用 に対 す る考 え と、 そ の 準 備方 法(表9)

とを照 合 して み る と、 は じめ か らそ の為 の費 用

と し て積 立 て い る親 は 、1&6%に す ぎず 、多 く

は漠 然 と家 に あ る貯金 を あ て に して い る 。 また

少 数 で は あ る が は じめか 借 入 金 で賄 いた い と考

7i..てい る人 も あ る 。 これ は 国民 生 活 研 究 所 の 調

査 で 同 じ よ う な結 果 が示 され て い る。

(註:世 帯変動 と生活構造S43.6.東 洋経済新報社)

同 報 告 で も表10に 示 す よう な費 用 負 担 額 で あ

り、調 査A、Bと もを象ぼ 一 致 した結 果 で あ った 。

2)教 育 計 画 に つ い て

調 査Bに て 、子 供 の 教育 計 画 に つ い て 質 問 し

た と ころ 、表11の よ うな結 果 を 得 た 。

義 務 教 育13.2
　

高 校10.8

高 専1.3

短 大

大 学 卩7.8
1

2.4

21.7

17.8

!
69.9i78.6f

蔀 鬥a°3.6

i

2.313.2

22.82、.。i、 、.、i

3.2

52.0.51:659.3

」22.3・9.・29.6
　

1α6!L6

息子は大学に、娘は短期大学に進学させたい

という意向が非常に強い。これからも親の教育

費負担額は更に増大することが見込まれる。

IIV考 察

調査結果から、本研究は単に結婚に対する、

親及び子供の意識調査にとどめるのではなく、

更にこれを家族の生活周期 と生活設計 との関連

において、考察をすすめる必要があると考え

るo

家族周期(Familycycle)に ついてその区分

の方法は、研究者により必ず しも一致している

ものではないが、大きくわけて、出生時をその

出発点 とし、生活段階に区分するものと、婚姻

にその端を発するものと、二通 りになる。筆者

は後者の立場をとり、婚姻により家庭が成立

し、子供はあくまでも親の生活周期の中で成長

すると考えるのである。それにより、家族周期

を次のように区分する。

表9親 の側の結婚費用調達の方法(調 査B)(%)

結婚 費用 として積立

・-9朋 陽 万円2°万跳

家にある勤め先等
貯1 金鏖ら借入

不動産
売 却 無答磨

6.27.64.81・3.2i2.9iO.5[・3 .41.4
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1.家 族基礎期…婚姻から第1子 誕生 まで

2.家 族拡大期…a第1子 誕生

b第1子 義務教育時代

c高 等学校教育時代

d大 学 ・大学院時代

(教育完了迄)

3.家 族縮少期…a第1子 就職(職 業適応

期)

(経済的回復期)∫b第1子 結婚独立

!c末 子結婚独立

4.引 退 期…夫婦だけの生活に戻る

家族拡大期後半から、子供たちが結婚し、独

立してい く間の期間は、家庭の経済的な負担は

過重 となる。国民生活研究Vol.7.No5の 伊

藤氏の 「生活 設計 と教育費」で明らかにされた

通 り、40台後半をピークとして、可成 り負担が

大ぎくなっている。更に、引き続 ぎ子供たちの

結婚期を迎えるわけで50才台は、その面での経

済的負担が大 きくなることが、当然、今回の調

査結果からも明らかとなったのである。

このように比較的長期間にわたり、経済的に

も大ぎな負担が予測されるにもかNわ らずその

準備方法は殆んど無策といってもよいほどであ

る。

国民生活研究所で、最近5年 間でもっとも金

額の大ぎい支 出項目と、金額、及び資金調達の

方法を調査したところ(注1)住 居関係の出費に

ついで、子供の関係の費用が支出されて居 り、

支 出件数 としては子供のための費用の方が多か

った。ここで も調査Bと 同じように、貯金引出

しに よって多 くは支弁されているが、借金に よ

るものが、25°o前後、また退職金で充当してい

るものが2%も あった。このことからも当然起

りうる生活の段階での事象に計画的に対処す る

ことが、必ず しも十分ではないと考}ら れ る。

各世帯の貯蓄目的について、貯蓄増強中央委

員 会 が 調 査 した と ころ に よ る と(注2)(「 貯 蓄 に

関 す る世 論 調 査 」S.42年 度)表12の よ うに 、

表12貯 蓄の 目的(LA答 えは3つ まで(%)

病気や災害 の備 え

子供 の教育、結婚資金

土地家 屋の買入改築、新築

老後 の生活 のため

まとま った金額 の物品購入 の為

納税 のため

旅行な ど余 暇を楽 しむ ため

特に 目的は ないが貯蓄 していれ
ば安心 だか ら

そ の 他

不 明

　　 ムを 　3
げ講 難

81.2

58.2

35.2

37.9

10.9

4.7

6.3

24.9

6.2

0.4

36.8

15.0

12.9

10.9

1.0

0.4

0.4

4.6

長期計画のもとでの貯蓄というよりも、目前に

ひかえている必要にそなえる傾向が強 く、た 黛

貯蓄さxし ておけばと考えている人 も少 くな

い。子供への出費が相当大きな比重を家計で占

めるにも拘らず、これを目的としている人は

58。2%に。すぎないQ

図1一 世帯貯蓄保有高(全 国平均)

また老後の生活の為にとする人も37.9°oしか

な く、 この調査結果からも、再び、日常の生活

のための貯蓄であって、家族周期についても大

した見通 しもない経済設計 しかないと見 ること

ができよう。

貯蓄保有高については図に示すX250万 円が
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¥1均的な状態になっていゐ。貯蓄目的別の最低

必要考えている額は表13に 示す通 りである。貯

表13貯 蓄 目的別最低必要と考えてい る額(千F9)

老後の安定

不時の支出

子供の養育

子供の結婚

土地家屋購入

レ ク リ ェ ー シ ョ ソ

物 品購入

将来の事業資金

そ の 他

3389

363

726

614

2550

136

192

1:・

662

国民生活研究 所 「消費者の生活意識 と消費貯蓄行

動 に関す る実態調査(中 間報告)」 より(41.11)

表14過 去一年 間の貯蓄の使 途(%)

病気や不 時の災害 に 一

子供の教育費結婚資金に

土地家屋の買入れ新改築

まとまった物 品購入

納 税 に

旅行など余暇を楽しむ

そ の 他

特別の用途に使わなか った

貯蓄は引 出さなか った

不 明

15.8

17.6

19.5

18.5

5.8

7.2

6.9

10.9

19.5

4.5

42年度貯蓄に関する世論調査

蓄の保有高 と比較 してみると、余 りにもかけは

なれてしまった数字であり、一項 目の最低額を

まかなうのにも不十分なのである。

世帯主の年令別に家計の収入 と支出を比較し・

てみると、(表15参 照)世 帯主収入は世帯主が

45～49才 で頂点bz達 し、その後は下降 してい

る。そして世帯主の収入のみで実支出をまかな

xる のもこの時期であり、あとはすべて、世帯

主以外の家族の収入や、財産等の収入により補

われている。しかも49才 をすぎると、世帯主収

入 と実支出の差が益々増大している。これは丁

度子供たちの教育も後半に入 り、教育費の出費

が膨張、最大負担期を迎えることになる。更に

教育費の負担が終了するかしないうちにひぎつ

づき、子供たちが結婚、独立してい くので、そ

の為の親の経済負担は大きい。特に勤労者世帯

においては、世帯主の定年期をむか}る のも、

大体この時期前後である。当然収入も減少する

ことになる。言い換えれば、経済の回復が不十

分なま瓦老後の生活に移行 しなければならない

家庭も多いのである。

N結 論

調査結果や他の資料を通 じて次のことがいえ

る。

1.家 族周期(Familycycle)の 各穀階で起

りうる生活上の変化 と、その必要について丶

漠然 とした状態ではあるが、生活設計(De-

signofFamilylife)の 要素 として認識さ

れている。

2.し かし実生活においてその認識は、目前

の生活で必要度の強いものほど、具体化さ

れ、長期的な生活設計に盛られるような事

柄の具体化力は乏しいという傾向にある。

3.家 庭生活に対す、総合的な見地に立 っ

て、家族周期上に起る変化に対し、相互の

関連、連絡を保ってい くことが不十分で、

その場限 りの一時しのぎの状態を繰返して

表15都 市勤労者世帯の収入と支出の比較

世 帯 主 年 令(才)i24以 下125～2913・ ～34135～3914・ ～44145～49i5・ ～54155～59i6° ～°4165～

実 収 入(円)

世帯主収入(円)

実 支 出(円)

36,842

23,530

34,995

40,401

32,016

37,244

45.495

37,927

42,048

51,680

44,148

47,515

54,707

47,563

50,963

60,744

56,653

50,586

67,684

51,957

62,577

63,257

43,912

58,449

53,372

33,682

49,516

57,309

35,235

51;449

(昭和39年度都市勤労者世帯家計実態調査報告より作表)
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生活設計に関する生活意識について

いる。

4.子 供の教育や結婚に対する親の意識が従

来通 りのものであるとするならば、教育期

間が延長の傾向にあること、人間の寿命も

ますます延長していることを考え合せると、

現在のように、各費用の調達が着実に、計

画的に行われない場合、老後の生活の経済

的基盤が危 くなるものといえる。

親が子供のためにと考える愛情 と、自分

たちの生活を守るという二者が、時 として

別々の利害関係を生 じうる。調査Aに もみ

られたように、子供の親に対する依存心も

高いことを考x合 せて、新時代の生活設計

が必要になって来ている。

Csl)


